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I 問題設定
本稿は合成繊維産業を題材として，わが国の新規産業育成政策において，い
かにして対象産業が確定され，政策形成のための下位政府が形成され，政策内
容が決定されるかを分析したものである。
ここでは政策形成について以下の仮説を設け，検証していきたい。第一に政
府を単一の意思決定主体とみず，一定の範囲で独立の意思決定を行なう諸主体
の集合体としてとらえる。第二に産業政策においては個別分野における政策形
成が先行し，それを調整して結果的に全体としての政策体系ができると考える。
第三に政府のみが政策主体ではなく，官民様々な主体から成る下位政府が部門
ごとに政策形成を行なうと考える。政府のみを形成主体とすると，政府の持つ
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情報が民間企業を上回らない限り，産業政策の有効性は総て否定されることに
なる。ここでは，新規産業の確立をめぐる試行錯誤を辿りつつ，そこに登場す
るアクターの一部として政府の各主体をとらえてみたい。
ところで，後発工業国が先発国を追いあげる過程では官僚主導の産業政策が
威力を発揮し，キャッチ・アップ後は有効性を失うという見解が数多くみられ
る。はたして，先発国で確立した産業を導入する場合と技術開発自体を同等に
競う場合とでは，政策形成のあり方がどれほど異なるのだろうか。本稿ではキ
ャッチ・アップ過程の産業政策の典型として，戦後の産業育成策の先駆を成し
た合成繊維産業育成政策をとりあげた。次の機会にはキャッチアップ後の産業
育成策として一例を選んで分析し，両者の比較を行いたい。なお本稿では政策
形成過程に焦点を当てたため，合成繊維自体の産業史や政策実施過程について
は最小限触れるにとどめた。
I キャッチ・アップ過程における不確実性
筆者は，先発工業国で既に確立した産業を技術導入等によって工業化する過
程も，単純な模倣ではなく，一種のイノベーションであるとする見解に賛成す
る。本稿でとりあげる合成繊維の場合も，日本の消費・原料供給構造，産業組
織の中に根付くまでに大変な試行錯誤が繰返されている。
原糸の生産自体について言えば，ナイロン・ビニロン・ポリエステル・アク
リルの主要品種が繊維に適性であると確認されるまでには，数え切れない品種
が候補に上り，不適切な品種を選んだ企業は大きな打撃を受けている。また成
功品種においても生産が軌道に乗るまでには，作業習熟の困難や生産ラインの
度重なる改造を経験している。
紡績・織布・染色等の加工部門では，既存繊維の加工業者が合織の加工に習
(15) 
熟して良質の製品を生み出すのは容易ではなく，下請加工業者の大規模な淘
汰・系列化を経ねばならなかった。
製品の販路についても，当初は衣料用では既存繊維に対抗できず，昭和20年
代に工業化されたナイロン・ビニロンとも，水産国・日本の漁網綱に需要を見
出して初めて生産拡大・黒字操業が可能になった。さらにナイロン＝長繊維，
ビニロン短繊維といった適性も，長短それぞれで生産を行ない，それぞれの製
品が市場で淘汰された後に明確になったものである。
合成繊維の原料化学工業としては，昭和20年代にはカーバイド・タール工業
が有力視されていた。後に述べるように， 20年代前半に資源調査会を中心に政
府内で合繊育成の機運が盛り上がったのは，合成繊維が国内の石炭・石灰石を
原料として生産可能であり，外貨節約に貢献するとみられたからである。しか
るに結果的には，安価な石油の流入と大規模生産により，輸入石油による石油
化学工業が合繊原料として他を圧してしまった。
このような経緯をみても，キャッチ・アップ過程は単純な目標を速やかに追
求するものだから官僚の強力な指導による産業政策が有効で、ある，という見方
は短絡的に過ぎると言わざるを得なしユ。もしも通産省が当初の目標であった「国
産原料によるビニロン・ナイロン・塩化ビニリデン繊維の育成」を固定的に追
求していたなら，育成政策は破綻していたであろう。もっとも，合繊のように
基本的な技術体系一一縮重合または付加重合による高分子の生成一ーが確立し
ている場合と，技術体系自体を模索している場合とでは事情は異なるだろう。
II 戦前における政策形成
本稿の目的は戦後の政策分析であるが，戦前における人的ネットワーク・研
究成果・原料自給思想、の3点が戦後に継続されていることから，戦前の政策過
程についても簡潔に触れておきたい。
昭和13年にデュポンがナイロンを工業化したことは，わが国繊維業界・繊維
化学界に大きな衝撃を与え，各所でサンプル分析，情報交換，業界と学界との
人的交流を引起こす。例を挙げると，いち早く三井物産ニューヨーク支店から
ナイロンのサンプルを入手した東レは，同社研究員の星野孝平氏に分析を命じ，
成分解析に成功した。また後述の経路でサンプルを入手した富士瓦斯紡績の荒
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井渓吉氏は，京都大学の桜田一郎氏らに解析を依頼した。解析に成功した桜田
氏は昭和14年に大阪電気倶楽部でナイロンの有望性，日本でのポリビニル系繊
維一一後のビニロン一一開発の可能性について講演を行ない，ナイロンの評価
に関する議論に決定的な影響を与え，一方で国産の合繊開発の機運を呼起こす。
例えば桜田研究室と鐘紡の武藤理研は，同時期にポリビニル系繊維の開発を開
(24) 
始する。そして各企業は，京大など各大学に研究員を派遣して開発を競った。
これらの動きが集約されたのが，財団法人「日本合成繊維研究協会J一一以下
「協会」と略一一の結成である。
協会設立の発端は，昭和14年，鐘紡ニュヨーク支店から送られてきたナイロ
ンのサンプルと情報を，荒井氏が鐘紡・津田社長経由で入手したことである。
荒井氏は商工省綿業課長の美濃部洋次氏らに合繊育成のための団体設立の必要
を説き，商工大臣官邸で繊維業界首脳を招いて会談を開いた結果，官民一致に
（幻）
よる研究機関設立が合意されたのである。昭和16年2月に設立された協会は政
府補助金と各社の寄付金を基盤に中間試験工場と 3つの研究室を設け， 8つの
分科会に分れて活動を開始した。協会には大学・企業双方の研究者が結集して
いたが，協会を舞台として「個々の研究者の交流がさかんとなり，研究テーマ
(2目
も話合われ，研究はある程度，合理的に組織づけられた」と言われる。その最
大の成果は，第一分科会一一ポリアミド系一ーにおけるナイロン 6に関する研
究の進展であろう。
もっとも，このような機関を商工省など政府機関が積極的に援助し，民間企
業も従ったのは，戦時下におえる原料自給体制の要請があったためと考えられ
る。そのため，国産原料使用の切迫性の薄れた戦後においては，合繊育成に対
し，後述の反対論・消極論が展開されることになる。
さて，協会設立前後の研究蓄積が，東レ・倉レの自社技術による生産開始，
導入技術の素速い消化など，戦後の工業化の基盤になったことは疑いない。さ
らに，戦前に形成された人的ネットワークもまた，戦後への遺産となっている。
国産原料による経済自立という思想も，やや形を変えて戦後に継続されること
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になるのである。
ところで協会設立に至る過程をみると，戦前においてすら，官僚機構は強力
な政策立案者・指導者というよりも，散在する情報や人材の結節点，即ちコー
ディネーターとして活動している。また，新規産業である合成繊維育成政策の
下位政府は，いきなり完成した形で現れるのではなく，小さな会合・情報交換
を通じて徐々に形成されたことがわかる。
IV 産業確立期の政策形成
i ）第一次育成政策および準備期
戦後の合繊産業育成政策を概観する場合，①昭和24年からの第一次育成政策
およびその準備期，②昭和28～32年の「合成繊維育成5カ年計画」の時期，③
それ以降に分けるのが適当だろう。本稿IV-i , iではそれぞれ①，②を対象と
する。なおVでは②の後半から③の時期を対象にしている。
①の時期には日本の合成繊維は，試験生産もしくは赤字操業の段階に止まっ
ており，いまだ産業としては未確立で，その将来を有望視するものは少なかっ
た。育成のための政策手段も確立していなかったが，この時期に工業化の溢路
を打開すべく次々と導入された政策手段が，その後の新規産業育成策の基本型
となったことは重要である。
この時期においては，当初の少数の支持者を核に合成繊維についての情報が
やりとりされ，下位政府自体が徐々に形成されていった。そしてそれと並行し
て，政策形成が行われたのである。
戦後，合成繊維は初めから新規産業のホープとして登場した訳ではなかった。
昭和21年10月，政府は「繊維産業再建3カ年計画」を策定したが，この中には
（泊）
合成繊維は登場しておらず， 23年10月の「経済復興5カ年計画」において初め
て，後述のGH Qの示唆によって繊維産業の一つに加えられるのである。第一
次育成政策発足の以前においては，合成繊維は産・学・官にそれぞれ少数のシ
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ンパを持っていたのみであり，とくに政界・金融界は全体に極めて冷淡であっ
た。化繊企業を中心に研究・試作は再開されていたが，その殆どが本格工業化
に至る前に中断されている。綿紡系の東洋紡・鐘紡などは戦前からの技術的蓄
積にもかかわらず，合繊進出に消極的だったようである。
では昭和24年以降の合繊育成の機運は，どこから生れたのであろうか。田中
譲氏は「『下からの盛り上がる力』」（倉レ，東レ）と，『GH Qからの示唆』の
2つの力に押されて，日本政府も，ようやく合成繊維工業についての具体的施
策を考えるようになってきた」と述べている。もっとも元資源調査会の加古三
郎氏によると，昭和22年ごろには GHQも合繊育成には否定的であり，逆に資源
調査会側から合繊育成を提言した経緯もあったという。それが「どういう風の
吹き回しか…昭和23年に入ると， GHQの内部には，日本の繊維原料輸入による
外貨負担の圧力を軽減させる一策として，合成繊維工業建設の必要性を考慮す
る者が急に多く」なり，経済計画策定にあたり，日本政府に合繊の調査を示唆
するのである。
一方で田中氏も述べた通り，先覚的な経営者・技術者が，合繊育成推進の先
ω） 
駆をなしたことは間違いないだろう。当初少数であった合繊支持者の拡大にお
いては，昭和23年に日本化学繊維協会内に設置された「合成繊維工業懇話会」
の役割も大きかったと考えられる。この組織は合繊の工業化にあたって「共同
の意思を代表するもの，また育成のための討論の場として」設けられ，「経済安
定本部，商工省繊維局および化学局，高分子化学協会らとともに毎月例会を行
ない，生産，啓蒙宣伝等育成に必要ないっさいの事項を推進協議し…必要によ
り関係官庁および団体，会社等が出席」している。即ち政策の原案が作られる
政策形成機関であるとともに，企業・官庁・繊維科学界・関連産業が集う情報
ネットワークの結節点をなしていたと考えられる。ただし加盟していた企業は
ごく少数であったことは留意を要する。
そして昭和24年4月，繊維産業審議会から「合成繊維産業の急速確立」が答
申され， 5月に商工省議決定される。内容はポリアミド系一一ナイロン 6-,
ポリビニル系一一ビニロン一一各1社の先発企業に集中的に援助して経済単位
工場を建設させるというものであり，それぞれ東川倉レが選定された。続い
て6月には資源調査会から，合繊育成の必要性を論ずる，勧告「合成繊維工業
の育成」が経済安定本部総裁に提出された。この過程で，資源調査会から政界
や金融界に対する啓蒙・説得が行なわれたようであり， 8月には閣議で合繊育
成の支持が決定されている。なおこの勧告は，合繊を育成すべき理由として，
合繊が園内資源である石炭・石灰石を原料に生産が可能であり，その発展は原
綿・羊毛輸入のための外貨節約につながることを挙げている。そしてこの発想
は，その後の通産省による政策にも，基本的に受継がれたと考えられる。
さて，昭和256年にかけて先発企業の工場が完成，操業を開始したが，莫大
な在庫を抱え苦戦を続けた。通産省でもより強力な育成策の検討のため合繊班
を強化したが，当時のメンバーの一人であった野原陽一氏の回顧録は，官庁ス
タップがいかにして「現場の知識」を取得したかを伺わせて興味深い。氏は，
倉レの友成九十九氏など「官民の諸先輩から，製造技術，設備，特許，経理お
よび外国の状況等を教えて戴いた。また，合繊が何故売れないのかという問題，
どうすれば売れるようになるかということを勉強していくうちに，今までの統
制という役人の立場を離れ，販売という面から理解できるようになった」と述
べている。また前述の合成繊維工業懇話会を通じても，官民の密接な情報交換
が行われていたようである。
この時期実施された主な政策は次の通りである（数字は導入年次，昭和） 0 
・重要輸入機械の関税免除（23)
－設備耐用年数指定による加速償却促進（25)
・重要物産指定による一定期間の法人税免税（25)
．設備投資への見返資金の融資（25)
－合繊25%，主原料30%の保護関税の指定（26)
．設備投資への開銀融資（26)
・電気ガス税の免除（27)
－技術開発への補助金（28)
．電力の優先割当（28)
－固定資産税の1/2免税（29)
これらの政策はまさに，その後の新規産業育成策の「基本型」とも言うべきも
のである。
創業期の合繊需要を支えたのは漁網綱であったが，漁網綱が政策対象となる
発端は，昭和24年に合成繊維工業懇話会に水産庁・製造会社が参加したことで
あろう。この背景には，水産業の側でも漁網綱の質的向上を求める動機があっ
たものと考えられる。昭和25年には水産庁に合成繊維漁網綱研究会が設置され
て各地の試験場に補助金が交付されるようになり，さらに27年，両院に合成繊
維漁網綱普及小委員会，購入資金融資のための金融小委員会が設置される。以
上の経過をみると，この時期の政策形成をリードしたのは，一方では合繊工業
化に執念を燃やしていた先覚的な経営者一ーないし技術者一ーであったと言え
る。もう一方では，圏内資源の開発による経済自立を目指した一一そしてその
路線を GHQに支持された一一，資源調査会を中心とする官僚グループであろ
う。もっとも経営者の側では，国内資源に固執することには強い警戒感を示し
(54) 
ている。両者はあくまでパースペクティヴの一致点で協力し，この時期におけ
る下位政府の核を成していたと言えよう。この「核Jは合成繊維工業懇話会等
を通じた情報交換・啓蒙活動とともに拡大し，上のような育成政策を形成した
とみることができょう。
i ）第二次育成政策
合成繊維工業の発展が誰の目にも明らかになったのは，繊維不況を経て，既
（日）
存繊維との収益格差が明らかになった昭和33年からであろう。この年はポリエ
ステルが工業化され，アクリルも生産を大幅に拡大して主要品種が出揃った年
でもある。その意味で昭和28～32年の第二次育成政策の時期は，合成繊維が産
業として確立するまでの過渡期であったと言えよう。
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この時期には，昭和28年に東レが， 30年に倉レが，それぞれ漁網綱をテコと
して合繊を黒字創業に転じている。最大の助成策と言われる法人税の免除は，
ここで初めて企業に大きな利益を与えたのである。そして昭和30年に日本レイ
ヨンがナイロンに参入し，ビニロンに参入していた大日本紡績も大幅増設を行
なったことにより，企業間競争の時代が始ったのである。
昭和28年，次官会議において「合成繊維産業育成対策」が決定され， 32年度
9,266万ポンドの生産を目標とする 5カ年計画が策定される。この目標は，ビニ
ロンが伸び悩み，昭和28年に生産開始して計画に加えられた塩化ビニリデン繊
維が全く期待はずれであったにもかかわらず，ナイロンが目標を逢かに超えて
(61) 
急成長したため，総量としては達成されている。 Iで述べたように，計画が強
権的・固定的なものでなかったことが幸いしたと言える。
この時期，合繊生産そのものに対する助成措置は iの「基本型」を継承・強
化したものであり，政策形成過程の重点、は関連産業に移行しているとみたい。
既に iの時期に密接な関係が確立していた漁網綱分野においては，昭和28年に
水産庁が「合成繊維漁網綱転換5カ年計画」を策定し，開銀・中小企業金融公
庫など政府関係の特別融資，工業化試験費・応用研究費への補助金等の助成を
（附
受けた結果，昭和32年度には， 28年度の十倍近い普及を達成している。
昭和28年には通産省と他省庁との聞に「合成繊維使用促進連絡会議」が設け
られ，官公需の合繊採用が検討された。また通産省のスタッフは，合成繊維工
業懇話会等を通じて企業と密接な連絡をとりながら，他省庁管轄分野での合繊
(65) 
需要を模索したようである。その結果行われた，通産・文部両省による合繊学
生服のキャンペーンは有名である。
省庁間の連携の補完として，政界での支援も強化された。 iの時期に冷淡だ
った閣議でも，昭和29年に「輸入外貨節約のための国産品愛用について」， 30年
には官公需の国産品愛用が決議された。大きな騒路であった加工部門に対して
は，中小企業金融公庫を通じた助成や加工業者や地方銀行に対する説得も行わ
れている。
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この時期の政策形成において最も重要な点は，石油化学工業との接点、が生じ
たことであろう。昭和24年に GHQによって太平洋岸製油所の再開が決定し，そ
れに伴い主要石油企業とメジャーズとの提携が進んだことにより，大量の石油
が日本に流入する準備は整っていた。既に昭和25年ごろから一部の企業は石油
化学の企業化計画を進めており，通産省一一化学課一ーもこれを支援すべく情
報収集に努めていた。通産省が石油化学育成に積極的だった背景には，エネル
ギ一政策転換に伴う石油成分の有効利用が念頭にあったと思われる。当時の日
本において，石油化学の最大の需要先として期待されたのは合成繊維である。
そのため石油化学進出を目論む化学企業は繊維企業との提携を進めたし，通産
省内の繊維・化学両部門も連携を深めた。そして昭和30年に「石油化学工業育
成対策」が打出され， 32年から生産が開始される。
石油化学の工業化は，昭和33年以降において，合成繊維工業の原料転換を引
起こした。カーバイド・タール工業により生産可能なナイロン・ビニロン・ア
クリル各繊維も，石油化学工業の規模拡大とコスト優位確立につれて順次転換
を進めることになるのだが，最大の変化はポリエステル繊維の工業化が可能に
なったことである。テレフタル酸とエチレン・グリコールを原料とするポリエ
ステル繊維の工業化は，石油化学工業の確立を前提にしたものだからである。
ともあれ，国内原料開発による外貨節約をめざしてきた合成繊維の育成は，大
きく転換した訳である。
この時期の政策形成の特徴は，関連産業やその所轄官庁，政界等との関係が
強まったこと，即ち下位政府の拡大であると言えよう。
v 利害調整へのシフト
合成繊維が産業として確立するにつれて，政策形成過程は，育成策そのもの
の形成や情報伝達に加えて，もう一つの要素を強く持つようになる。それは利
害調整，即ち生れたパイの分配に関わる機能である。ここでは，合繊と既存繊
維の聞の調整，合繊内部における企業問調整，その他に分けて概観してみたい。
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合成繊維工業が政府の手厚い助成を受けて工業化されたことは，既存繊維業
界，特に綿紡系の企業を刺激した。昭和28年に合成繊維産業育成対策と 5カ年
計画が発表されると，綿紡業界は一斉に「反合繊キャンペーン」を展開した。
その背景には，合繊進出に遅れをとった綿紡系企業のあせりがあったと思われ
る。これは繊維間の調整圧力の，最初の兆候とみることができる。
昭和29～30年の不況に加えて合繊との競合は，綿紡を中心とする天然繊維業
界に深刻な設備過剰をもたらし，総ての繊維を含めた構造政策一一設備調整一
一の要求を引起こす。これを背景に，昭和30年8月の閣議は，通産省に「繊維
産業総合対策審議会」の設置を決めた。ここではまず，設備過不足の算定基礎
を求めるため，各繊維の需要見通しの作成が行われた。「この作業は設備規制に
直接関係するものであったから，試案をめぐって各委員から，かなり熱気を帯
び、た議論が出た」と言われる。天然繊維側の委員は繊維局の原案に対し，合繊
の需要見通しが過大であり，天然繊維のそれが過小であると激しく主張した。
結局，綿糸他一部の天然繊維の見通しの増加と，アセテート繊維の圧縮によっ
て妥協が成立したのである。
昭和31年に成立した繊維工業設備臨時措置法一一通称繊維旧法一ーは，主と
して綿紡の設備調整を目的としていたが，綿紡企業の要求によって， 34年に合
織を含めた調整が行えるように改正された。ただし合繊の設備は，合繊企業同
士の自主調整があったのみでほぼ一貫して拡大することになり，繊維問調整を
狙った天然繊維側の意図は実を挙げず、に終ったのである。
合繊業界における企業聞の設備調整は，繊維旧法改正から昭和39年末の協調
懇方式移行までは，化繊協会合成繊維部会による自主調整を，繊維旧法と外資
(BD 
法によって補完する形で行われたようである。合繊と既存繊維の収益格差を明
らかにした昭和32～33年の繊維不況は，綿紡企業を含めた合繊への進出ラッシ
ュをもたらすが，先発企業と通産省はその抑制に努めた。結果的には希望する
企業の参入を総て認めたものの，外資法によって技術導入の時期が，繊維旧法
によって増設テンポが抑えられることになった。
このような繊維間・合繊内部における調整政策は，既得のシェアを守ろうと
する天然繊維や先発企業の利害と，「業界秩序」を重視する通産省とのパースペ
クティヴの一致によって生じたと考えられる。政策運営において徹底した競争
よりも市況安定・業界秩序を重視する姿勢は，繊維のみならず日本の産業政策
（ω 
全般にみられる傾向である。
直接的なシェア調整とは異なるが，育成政策形成において当初の重点育成方
針が次第に総花化していく傾向も，一種の利害調整的色彩を持つと言えよう。
例を挙げるなら，合繊より古い歴史を持つアセテート繊維の育成策が合繊より
4年遅れて昭和28年に実施されたこと，石油化学工業育成策に続いてカーバイ
ド・タール工業の育成策が策定されたことなどである。
VI 終りに
ここで，これまでにおける概観から，観察し得たことをまとめてみたい。こ
れらの中には，他の産業政策に妥当するものもあるだろう。
まず，政策形成過程及び下位政府の役割は， 3つの側面を持っていたと考え
られる。第1には，育成政策そのものの形成の場である。合成繊維産業の確立
という共通の目的を持った主体の間で，工業化のために政府の提供し得る政策
が検討された。ここで政策ニーズや克服すべき陸路についての情報を提供した
のは主として産業の側であり，それを最終的に政策化したのは官僚機構であっ
たことから，前者を実質的な政策形成主体，後者を形式的主体とみることも可
能であろう。第2には，情報ネットワークの場である。政策形成に参加する主
体は，同時にそこで自らに必要な情報を手にして，不確実性を軽減することが
（肝）
できる。第3には，利害調整の場である。政策形成過程は，合繊工業化に伴う
利益不利益を調停する場でもあった。そしてこれら 3つの機能は，時期によっ
てそれぞれの比重が異なっている。
合成繊維が産業として未確立であったIV-iの時期においては，第一と第二の
機能が主である。殊にこの時期は，下位政府自体が形成される時期でもあった。
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ここではまず，国内資源開発派の官僚機構と先覚的な経営者・技術者を核とし
て，合成繊維の将来性についての情報がやりとりされ，並行して合繊支持者・
政策形成参加者が拡大していった。官僚組織は一方的に情報を提供する主体で
あるというより，不確実性の大きな時期において，分散する情報を集約する役
割を担っていたと思われる。またこの時期においては，参加者が限定されてい
たため，少数の利益を生かした機動的な政策形成が可能であった。反面そのこ
とは，政策形成における公正の理念に反していたという見方もできる。政策形
成における機動性と公正の理念とは， トレード・オフの関係にあると言えるの
である。
産業が確立する過渡期であるIV-iの時期においては，下位政府の範囲がいっ
そう拡大し，関連産業や政界・金融界との連携も強化された。一方でこの時期
以降においては，前述の利害調整機能が前面に現れてくる。これは合成繊維産
業の存在が認識されて多数の主体が政策にアクセスを試みるようになったこと，
通産省が競争における「秩序」を重視する発想を強く持っていたことによるの
であろう。そしてIV-iより後の時期における繊維産業政策は，延々と企業間・
繊維間の調整に苦闘することになる。日本の産業政策を，臨機応変に育成対象
をシフトさせていく“moving-band”として評価する見解があるが，そのband
は利害調整の長い尾を引摺っていることを忘れてはならない。
さて戦前も含めて，本稿の分析は小規模な会合を起点、として分野ごとの下位
政府が形成されて政策がつくられ，それが集約されて全体としての産業政策が
出来上がるというボトム・アップ的経路が主体であったことを示している。ま
ず上位の政策目標が存在し，それを細分化して個別産業政策が形成されるとい
うヒエラルキー的， トップ・ダウン的な政策形成は，現実の観察と異なるのみ
ではなく，個別的・専門的な知識を要する産業政策においては，かえって非効
率なものとなるであろう。合成繊維の産業政策と水産業・石油化学の産業政策
との関係も，上位機関が目的意識的に組織したというよりも，各々の政策を追
(92) 
求するうちに「出会った」と言った方が正確である。
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最後に産業システム全体として眺めてみれば，民間企業は，自力で克服し難
い障路・不確実性について，自らも参加した下位政府を通じて政府側アクター
の持つ資源・情報の動員を図ったとはいえ，あくまでも合成繊維の開発・生産・
販売自体を担ったことは指摘しておかねばならない。「経済発展の主役は民間企
業である」という見解には，筆者は全面的に賛同するものである。
（注）
(1) 合成繊維産業の範囲規定は困難だ、が，ここではポリマー・原糸製造および短
繊維の紡績までに焦点を当て，その前後の工程は「関連産業」として扱う。
(2) ここでは下位政府を「特定分野において，上位機関からある程度独立に政策
形成（執行）を行なう，官民双方のアクターより成るグループ」と規定したい。
本稿では「政策形成参加者」と同義である。
(3) 「政府」の定義については，「国家の統治機構の総体」という一般的な規定に
従いたい。
(4) 以上のような分権的な政策形成の仮定については，青木昌彦「日本の官僚と
その経済行政」『EconomicToday』1986年， summerから示唆を得た。
(5) 産業政策における下位政府の役割の重要性については，北山俊哉「日本にお
ける産業政策の執行過程・一」京大『法学論争』 117-5,1985年から示唆を得
た。ただし北山氏が強調したのは政策「執行」過程である。
(6) これが，応用ミクロ経済学による産業政策分析の多くが，その理論的可能性
を認めながらも，現実の産業政策に対する評価が極めて否定的な一因であると
考えられる（拙稿「産業政策の分析視角についての一考察」富大『経済論集』
35-2, 1989年， 133-134頁を参照のこと）。
(7) 宮沢健一「産業政策論の争点」（宮沢他編『戦後経済政策論の争点』勤草書
房， 1980所収） 271-272, 278-279頁参照のこと。
(8) 米倉誠一郎「戦後日本鉄綱業試論」『ビジネス・レビュー』 31-2,1983, 68 
69頁では「導入技術を実際のオペレーションを通じて改良・消イ七」するプロセ
ス・イノベーションの重要性を指摘している。
(9) 田中譲氏は合繊経営史を概観するにあたって「単に繊維製造の可能性の発見
のみによって，直ちに工業化への道が聞かれるという物ではなく，それらが経
済的採算を満たすに足る需要分野に適した性質を持つに至るためには…長期に
亘る歳月と莫大な研究費を必要とするものであった」（『日本合成繊維工業論』
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未来社， 1967年， 43頁）「東洋レーヨンがナイロンを，倉敷レーヨンがビニロン
を，それぞれ25年から，工場生産の体制に入ったという風に理解されている…
それは，極めて皮相な結果論でしかないのであり，氷山の一角（水面に現れた）
だけしか見ないものである」（同47頁）と述べている。
(10) このうちビニロンは昭和40年代には生産高で他3種に大きく引離され，退潮
に向うが， 30年代の主要品種であったことは疑いない。
(1) 主要品種以外で工業化が試みられた品種としては，塩化ビニリデン，塩化ビ
ニル，アクリル・ピニル，アクリル・ビニリデン，ポリエチレン（牛島修「合
成繊維工業の方向」『繊維界』 1956年3月の紹介記事より），ポリプロピレン等
があったが，いず、れも繊維としての適性に乏しかった。
(12) 田中譲「合繊企業の経営戦略・最終会」『化学経済』 1967年8月， 111-114頁
参照のこと。
(13) 最初ナイロン本格生産工場である東レ・名古屋工場は昭和26年末に完成しな
がら，作業習熟に予想外の時間を要し，本格生産に入ったのは27年半ば過ぎで
あった（東レ株式会社社史編纂委員会一一以下東レと略一一『東レ50年史』同
社， 1977年， 61頁）。
(14）特に日本独自の繊維であるビニロンは「工場ぐるみの大改造が数回も断行さ
れた」（加古三郎「『合成繊維工業の育成』の勧告がでた頃」『化繊月報』 246号，
1967年10月， 57頁）。
(15) 佐古田正昭「わが国合成繊維工業の発達」『化繊月報』 1987年4月， 54頁。ま
た東レ前掲書， 61頁によると生産開始当時は「混紡編織，染色加工など加工段
階の技術も未熟で，機会設備も十分に発達していなかったことなどのため，多
くの失敗を繰返し，テグス，漁網など一部のものを除いて満足な製品が容易に
得られなかった」し，池田文夫「合繊紡解説当時の回顧」前掲『化繊月報』 246
号， 68頁によると「紡績するに当って，現在ではごくありふれた常識程度の事
がらでも，当時は全く未知の分野で」あった。また座談会「実用化した合成繊
維を語る」『東洋経済新報』 1951年11月10日では「同質のビニロンでも，紡糸さ
れた日によって必ずしも同じでない」（38頁，靴下会社のクレーム）「紡糸以降
の設備が生糸とか木綿を処理する機械で…改造しつつ進んでトおるという段階で
す」（39頁，岩永・東レ社長談）といったやりとりがみられる。
(16) この問題については数多くの業績が残されているが，代表的なものとして，
藤井光男『日本繊維産業経営史』日本評論社， 1971年， 230-244頁が挙げられよ
つ。
(17) 内田星美『合成繊維工業』東洋経済新報社， 1966,180-181頁参照のこと。ま
た，森川英正監修・エコノミスト編集部編『戦後産業史への証言・二』毎日新
聞社， 1977年， 158頁の中で，田代・東レ元社長は，ナイロンを「どんどん生産
するが，売れない。はじめは，アパレルつまり衣料方面に出たら染色やらなに
かがむずかしいから，インダストリアル・ユース（産業分野），まず、漁網へいっ
た…星野博士がその網をもって，五島列島から北海道まで売り歩いた」と回顧
している。また当時化繊協会に勤務していた佐古田正信氏は「どの合繊も在庫
の山でした。東レですら，重役自らがナイロンをかついで，日本中を売りに歩
きました」と回顧している（手紙による回答，以下佐古田回顧と略）。
(18) ナイロンについては内田前掲書， 181頁，ビニロンは，日本化学繊維協会『日
本化学繊維産業史』同協会， 1974年， 511頁参照。
(19) 「合成繊維育成政策が品種の範囲を固定しない，ある意味で暖昧なものだっ
たことが，初め予想されなかったアクリルとポリエステルの成功をもたらした」
(1990年8月10日，通産省OB野原陽一・水野繁両氏へのヒアリング一一ー以下
ヒアリングと略ー？より）という見解は説得力がある。
(20) ただしこの技術体系の範囲内とはいえ，倉敷レーヨン一一一以下倉レ一一のビ
ニロン，東洋レーヨン一一以下東レ一一のナイロン6はともに圏内で開発され
たものである。
(21) 日本化学繊維協会前掲書， 312頁，エコノミスト編集部前掲書， 151頁他。
(2) 荒井渓吉「日本における合成繊維研究のはじめ」前掲『化繊月報』 246号， 36
頁，日本化学繊維協会前掲書， 316頁。
(23) 奥田平「合成繊維協会設立前後」前掲『化繊月報』 246号， 37頁によると，桜
田氏は「ナイロンは日本の絹の大敵になるであろう」と述べ，当時の「ナイロ
ン恐るべし」「恐るべからず」という議論に「断を下した」。そして「この会議
のあと，ナイロンに対抗して，日本の合成繊維をつくろう，という機運が，折
からの繊維国策の線に沿って彰済として起こってきた」のである。
(24) 日本化学繊維協会前掲書， 324-325頁。
(25）代表的な例として大日紡→京大・桜田研究室，東洋紡→京大・喜多源逸研究
室，日東紡→東京工大・神原周研究室などがある。日本化学繊維協会前掲書，
309頁によると，この時期「企業の研究者たちは…大学の研究者よりもはるかに
おくれていたようで…ほとんど合成繊維の情報や研究には無縁であったようで
…それだけにナイロンの出現の与えた衝撃は大きく…14年にはいると…いっせ
いに合成繊維の研究にとりかかった」のである。
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(26) 荒井前掲回顧録， 35頁。
(27）通商産業省『商工政策史・ 16巻・繊維工業（下）』商工政策史刊行会， 1972年，
219頁，および荒井前掲回顧録， 35頁。ただし津田氏自身は官僚統制に対する強
い警戒の念を示した（同回顧録35-36頁）。
(28) 協会の組織・運営の詳細については通商産業省前掲書， 219-223頁参照。
(29) 日本化学繊維協会前掲書， 313頁。
(30) 同上， 312-315頁。なお，ここで開発されたナイロン 6はアミランともよば
れ，デュポンのナイロン66とは製法・性質を異にしていた。。1) 内田前掲書は戦前の合繊研究を「ドイツと同様に，戦時アウタルキ一体制を
予想して天然繊維代用開発として始った」と位置付けている。また，通商産業
省前掲書， 219頁によると「戦時経済下における繊維原料不足の克服に間に合わ
せるために，国家的な研究団体を設立しようという機運が起こってきた」ので
ある。なお実際には，戦局激化とともに軍需素材の開発が優先され，協会は「高
分子化学協会」に改組された（同書223頁）。
(32）佐古田前掲論文では，①を「揺藍期」，②を「工業確立期」と規定している。
(3) 日本繊維産業史刊行委員会『日本繊維産業史』繊維年鑑刊行会， 1958年， 557
頁は，合繊企業化直前の状況について「当時にいたるまで合成繊維を事業とし
て開始しようとする先覚者ならびにその協力者以外には，おおくのナイロン崇
拝者があったとしても，この産業の成否を不安の念をもってみるものが多かっ
た…」と記している。また野原陽一「合成繊維産業育成対策の思い出」前掲『化
繊月報』246号， 71頁では企業化直後について，政府内の合繊推進者の立場から
「当時の合繊産業は，強力な既存繊維産業の間にあって，ようやく目を出した
ばかりの弱い産業であり，右に行っても左に行っても叩かれることばかりだっ
た」と言己している。
(34) 田中前掲書59頁。
（羽 田代茂樹元東レ社長の回顧によると，最初の企業化の時期「合成繊維政策を
熱心に推進してくれたのは，当時安本にいて，その後経済企画庁にいった加古
三郎君…や通産省の科学繊維課合成繊維班長の土山伊佐美君」であった（エコ
ノミスト編集部前掲書， 160頁）。また野原前掲回顧録によると「…土山さん，
久志さん（化繊協会）をはじめ経済安定本部，大蔵省，水産庁等にも数少ない
合繊のシンパがいた。また，業界内にも大原さん（倉レ），袖山さん（東レ）等
の経営者，友成さん（倉レ），星野さん（東レ），矢沢さん（鐘紡）をはじめと
する技術者」らが，この時期の合繊育成の機運を支えたと言われる（傍点部分
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筆者追加）。
（淵 田代氏は，上掲書で「最初のころは政府も日銀も冷淡だったと言われている
んですが」という質問に対し，「冷淡でしたよ。当時，運輸大臣の大屋晋三君も
閣議でこの育成対策を論じる機会はあるんだが，全体として合繊なんかものに
ならないという反対が強くてどうしようもない」と答えている。また，後述の
資源調査会勧告書作成の事務にあった加古氏の前掲回顧録によると，昭和24年，
閣議は見返資金の合繊投入に否定的見解を示し，「そのために経済安定本部から
出された合成繊維工業関係の資金割当計画案は閣議で落第し，関係者の狼狽は
筆舌につくし難いものがあった」（56頁）し，日銀政策委員会に説明に出かけた
際も「合成繊維を紡績機にかけると，静電気が発生して糸にならないぞ…社長
たちには，遺言状を書いてから仕事にかかるよう，君たちからよく伝えてくれ」
と言われたという（56-57頁）。。7) 田中前掲書48-49頁に詳細なダイヤグラムがある。
(38) 向上， 52-53頁。
（湖向上， 61頁。
側加古前掲回顧録， 54-55頁o
(41) 同上， 55頁。
仰） 注4参照。また日本化学繊維協会前掲書479頁も，消極論が支配的な中で「究
極においては企業化の責任者の自信と熱意が合成繊維の工業化を決定した」と
記している。
ω 日本繊維産業史刊行委員会前掲書， 557頁。
制） 懇話会の加盟企業は発足当時6社，昭和31年に化繊協会合成繊維部会に改組
された時点でも，化学企業を含めて9社だ、った。合成繊維懇話会が，官と特定
企業との連携で活躍したことは，しばしば指摘される点であり，後述の公正の
理念との関係で問題となろう。
附加古前掲回顧録， 56頁では「いろいろ考えぬいた友成専門委員と小生が，大
きな石灰石を経済安定本部大臣官邸の応接間に持ち込み，石の頭をなでながら，
経済安定本部総務長官青木孝義氏…に“石灰石を原料とするビニロンの経済的
効果，黒い石炭から造られる白いナイロンの国家的意義”などを吹きまくった」
と回顧している。また日本繊維産業史刊行委員会前掲書， 560頁には「勧告なら
びにこの資料一一付属資料一一が，政府諸機関，日本開発銀行等の合成繊維産
業育成に対する諸策に示唆をあたえ，また合成繊維工業懇話会の国会に対する
この産業のための反復説明に活用され…」とある（傍点部分筆者追加）。
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制） 資源調査会「合成繊維工業の育成」には「日産150頓のビニロン（ポリピニル
系繊維）の生産が行なはれるようになれば，原綿並びに羊毛の輸入は殆ど不必
要となり，外国に対する支払負担は著しく軽減されるのであります。…アミラ
ンに於いては合成石炭酸工業に，ビニロンにおいては酢酸ピニル樹脂工業に依
存する…」（通商産業省前掲書315頁）という記述がある。
仰） 上掲書316頁には「この資源調査会勧告の線が，ほぼその後の合成繊維育成政
策の柱となった」とある。もっとも通産省の目的は，当時の日本が唯一競争力
を持ち得る繊維産業を手がかりに産業構造高度化をはかることにあり，一貫し
て国内資源に固執した訳ではなかった（ヒアリングより）。
側野原前掲回顧録71頁。
制） ヒアリングより。
(50) 日本繊維産業史刊行委員会前掲書。 557頁。
(51) ヒアリングより。
(52) 通商産業省前掲書， 322頁。
(53) 田中前掲書， 62頁。
(54) 合繊生産に積極的な経営者による座談会（「繊維国策と合成繊維を語る」『東
洋経済新報』 1953年7月）においてすら，「自由民主主義の国の間で各国がアウ
タルキーをやっていてはどうにもならない」（大日紡・原社長， 69頁）「国内原
料が高いとすれば…安いものを輸入するということも考えられます」（大日本セ
ルロイド・伊藤社長）「合成繊維が何かしら貿易と無関係な国内の技術で自給自
足の繊維だということになってしまうのはどうか…」（大原・倉レ社長， 71頁）
といった意見が相次いでいる。
(5) これは大獄秀夫氏の言う，パースペクティヴ一致点での機能的協力関係であ
ろう（「現代政治における大企業の影響力」（寸『国家学界雑誌』 91-5/6,1978 
年， 91頁参照のこと）。
(56) 日本長期信用銀行産業研究会『主要産業戦後25年史』産業と経済， 1972年218
頁。
(57) 他繊維との混紡に優れたポリエステル繊維の登場は，綿紡メーカーの，合繊
に対する否定的態度を決定的に転換させた（ヒアリングより）。なおアクリ／レ繊
維は，昭和32年に鐘紡・鐘化により工業化され， 33年にはさらに 3社が参入し
て本格的な量産体制に入っている。
（問 この助成措置は，当然，利益が生じなければ恩恵には与れない。
(59) 大日本紡績は昭和25年末にビニロンに参入していたが，設備は日産3t一一倉
レは約15tー ーに過ぎず， 30年の増設一一日産lOt－ーによって量産体制を実
現した（日本化学繊維協会前掲書， 490頁）。
(60）塩化ビニリデンは繊維としては適切な用途を見出せず，工業化した旭化成・
呉羽化成とも，主力用途を食品用フィルムに転換している（田中前掲書， 81-82
頁）。
的1) 日本化学繊維協会前掲書， 501頁の第1表（2）を参照のこと。
仰） 但し計画初年度の昭和28年において，総額約14億円にのぼる開銀融資－＊＇色
対額でも開銀融資中の比率でも前後の年度を大きく上回る一ーが投下されたこ
とは注目すべきだろう。
(63) 通商産業省前掲書， 322頁。
(64) 日本化学繊維協会前掲書527-529頁及び528頁第一表。
側通産省スタッフが他官庁に打診した結果は，即座に情報として業界に提供さ
れた（ヒアリングより）。
(6) 通商産業省前掲書， 323頁。
(67) 野原前掲回顧録， 72-73頁。
(68) 矢田俊文「資源・エネルギー危機の現段階」『講座今日の日本資本主義・ 3』
大月書店， 1981年， 226頁。
（印） 最初の本格的な企業化計画は，昭和25年における日本曹達のものである（石
油化学工業10年史編集委員会『石油化学工業10年史』石油化学工業協会， 1971
年， 42頁）。
(70) 通産省は各社の調査・企画活動を奨励し，その結果を入手・比較し，また企
業間の技術研究会を主催した（東燃石油化学株式会社編『東燃石油化学十五年』
同社， 1977年， 21-26頁）。
(71) 矢田前掲書229頁。
(72) 田中前掲書， 73-74頁及び75頁第10表参照のこと。
(73) ヒアリングより。
(74) 内田氏は，繊維原料輸入の削減のないままに貿易赤字基調が解消したことか
ら，「外貨節約のための合成繊維育成は，結果的には意味のない政策目的であっ
た」と結論している（前掲書173頁）。
(75) その論旨は「消費者の選好が急に変わるはずがない」「日本には合繊の発展に
必要な関連産業が未成熟だ」「圏内資源に固執する合繊は割高だ」「いずれ原料
不足に陥る」「5カ年計画の目標一一約l億ポンドーーは過大である」等であっ
た（田中前掲書64頁，有国円三「合成繊維増産計画の検討」『日本紡績月報』1953
年3月，坂口元三「繊維自給化政策の矛盾」『東洋経済新報』 1953年7月25日，
横本政一「わが国合成繊維工業の将来」同1953年10月17日）。これらの見解は結
果的には当らなかった。もっとも，国内資源依存についての批判は，もしも石
油への原料転換がなければ当っていたとも言える。
(76) 綿紡企業は，化繊部門への進出は意欲的であったが，合繊は化繊よりもいつ
そう化学工業に近く，一足飛びに進出できなかった。これに対し化繊企業は化
学工業技術の蓄積がある分，速やかに進出を決意できた（日本長期信用銀行産
業研究会前掲書， 203-204頁）と言われる。
(7) 日本化学繊維協会前掲書， 557-558頁。
(78) 向上， 558頁。
(79) 向上， 559頁。
（附 田中氏によると，合繊企業は「“自主調整の道化芝居”を演じつつ，（しかも
自作・自演）着々と設備の拡張を認可，実現していった」（前掲書， 110頁）の
である。
(81) 内田前掲書， 199頁。
(82) 「…この参入を阻止したのは通産省と先発企業との一体行動であった」（植草
益・南部鶴彦「合成繊維」熊谷尚夫編『日本の産業組織I』4章，中央公論社，
1973年， 173頁）。
仰） 向上。
（倒） 前掲拙稿148頁。
側 これらは「すでに発展している化学工業の育成策であり，石油化学工業の均
合とはその色彩を異にしていた」のである（日本化学繊維工業会前掲書， 499
頁）。佐古田氏は昭和30年ごろの状況を，石油化学の優位性が認識されてきたも
のの「それでもカーバイドがが国産であるとの有利性から，カーバイド派も頑
強に頑張っておりました」と回顧している（佐古田前掲回顧）。
(86) 政策形成主体としての「産業」の詳細な規定は，前掲拙稿147-148頁を参照の
こと。
(87) 小宮隆太郎・奥野政寛・鈴村興太郎編『日本の産業政策』東京大学出版会，
1984年， 482頁においても「副次的な情報波及効果」として同様の点を指摘して
いる。
(8) 今井賢一氏は「政府と企業一ーその組織関連と行政過程」『季刊・現代経済』
27号， 1977年， 8頁において，戦後の産業政策をある程度評価しながらも「．．
しかし，かりにそのような行政が終局的には公共の利益をもたらしたとしても
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…公共の福祉という終局に至るまでに政府が特定のグループに私的利益を付し
ていることが問われなければならない」と指摘している。
(89) Laura D’Andra Tyson & John Zysman“Developmental Strategy and 
Production Innovation in Japan" C. Johnson ed. : Politics and Productivity, 
Ballinger, 1989, p. 130. 
（叩） モデルはすべて抽象であるから，あるモデ、ルが一方より「現実的」だという
だけでは，そのモデルがより優秀だということにはならない。
(91) 青木昌彦氏は，日本の企業および官僚組織における分権的な，ヒエラルキー
的でない意思決定方式の効率性を，「かんばん方式」等の例を引きつつ積極的に
評価している（前掲論文， 188-189頁）。。2) ヒアリングより。
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